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【目次】　　□ 焦点 身に着けるコンピューター「ウェアラブル端末」メガネ型の将来はいかに → 2P　　□ トピックス → 5P　　□ ファイナンスメモ → 6P

2015年1～3月の機械受注6.3％増と高水準も、
4～6月は反動減見通し

内閣府が発表した2015年1～3月の民間設備投

資の先行指標である「船舶・電力を除く民需」（コ

ア機械受注）の受注額（季節調整値）は、前期比

6.3％増の2兆5712億円だった。リーマン・ショッ

ク前の2008年7～9月以来の高水準。ただ、同時

に発表された4～6月はその反動もあり、前期比

7.4％減の2兆3810億円と4四半期ぶりに大幅な

減少に転じる見通しで、企業は慎重姿勢を示した。

1～3月の伸びを牽引したのは船舶・電力を除く非

製造業で、前期比8.5％増の1兆4733億円。卸売

業・小売業や農林漁業、通信業などからの受注が好

調だった。製造業は同2.3％増の1兆911億円。石油

製品・石炭製品業向けの受注が多かった。

2015年3月単月のコア機械受注額は前月比

2.9％増となり、内閣府では緩やかな持ち直しの動

きがみられるとし、基調判断を据え置いた。

米国や中国などの海外景気の減速懸念から、一

時的に投資を先送りしているものの、企業の設備

投資意欲は強く、機械受注は中長期的には回復が

見込まれる。
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情報・通信技術（ICT）の中で近年注目される

「ウェアラブル端末」とは、身に着けることがで

きる形状をしたコンピューターおよび周辺機器の

ことである。腕時計型やグローブ型など様々な形

状のタイプが登場しているが、今回はその中でも

「メガネ型端末」にフォーカスする。

「メガネ型端末」は文字通りメガネ状にかけて使

用する端末で、正面の視界を確保した状態で利用

者の視野に業務に必要なデータやインターネット

などの情報を表示するタイプのものである。メガ

ネで言うレンズに当たる部分にディスプレイがあ

り、透過型タイプの場合、使用者には情報があた

かも空中に投影されているかのように見える。

カメラを搭載したタイプでは録画機能だけでな

く、業務において遠隔地の作業者と視界を共有し

てサポートを行うといった活用方法もあり、また

利用者が見ているものを認識して情報を返す（顔

認識等）技術なども研究されている。

メガネ型は、ハンズフリー（両手が自由な状態）

で情報を確認することができるため、様々な作業

の効率向上が期待できる。このメリットを生かす

ため、音声認識やジェスチャーで端末へ指示がで

きるように開発されているものもある。

国内の一部の病院では、手術の準備に必要な医療

材料の取り揃え作業にメガネ型端末を用いてい

る。必要な材料の保管場所・パッケージの写真な

どを確認しながら迷わず作業が行え、業務が軽減

されているという。

上記のように目的の限られた業務用での導入事例

はすでにあるが、一般向け商品としてのメガネ型端

末は残念ながらまだ普及していない。商品化を目指

し、ここ数年いくつかのメーカーからアプリケー

ション開発者向けの端末販売が行われており、様々

なアイデアのアプリケーションが発表されている。

例えば、ゴルフ向けにGPSを使用して測定したホー

ルまでの距離やスコアをメガネに表示するものや、

自動車運転中にドライバーの居眠りをメガネのセン

サーで検知すると警告を行い、最寄りの休憩所まで

ナビゲートしてくれるものなどがある。今後一般向

け商品として普及するためには、魅力的なアプリ

ケーションの登場が欠かせない。

また、携帯電話が登場した当初に電車内でのマ

ナー等が取りざたされたように、新しいタイプの

端末には利用に関するルールが確立するまで様々

な議論が起こる。メガネ型端末は使用者が何をし

ているのか周囲から分かりづらいという点があ

り、特にカメラ付きの場合は撮影禁止の場所での

使用や公共の場での他者のプライバシーについて

の配慮が（使用者にも・端末自体の機能として

も）求められる。米国では早くも飲食店やカジノ

などでメガネ型端末の店内使用を禁止する動きが

出始めているほか、ウェストバージニア州では危

険とみなし自動車運転中の使用を禁止する法案が

提出されている。

メガネ型端末は、業務用ではハンズフリーのメ

リットにより様々な業種で利用が広がっていくもの

と考えられるが、一般向け商品としての普及に関し

てはまだ乗り越えなくてはならない課題が多いよう

である。だが、課題をクリアすることができた場

合、ノートパソコンからキーボードを取り払ったタ

ブレット端末や、そこから派生したスマートフォン

が登場以降あっという間に広まったように、近い将

来、メガネ型端末を街中で使う人々の姿が珍しくな

い光景になっている可能性もある。

身に着けるコンピューター「ウェアラブル端末」
メガネ型の将来はいかに
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参 考
銘 柄 江崎グリコ

発 行 済 株 式 数

株価（2015/5/25）

Ｅ Ｐ Ｓ

Ｐ Ｅ Ｒ （ 連 ）

高値（2015/4/10）

安値（2015/1/7）

●

●

●

●

●

●

69,430千株

5,170円

166.24円

31.1倍

6,340円

4,065円

（連結ベース、単位はＥＰＳと配当が円、他は百万円、予は会社側予想）●業績推移
決算期 売上高 営業利益 経常利益 当期利益 ＥＰＳ 配　当

14/3 315,399 11,645 13,539 11,033 178.19 30.00

15/3 319,393 14,247 17,610 21,068 321.35 40.00

16/3予 340,000 15,000 16,200 10,900 166.24 40.00

同社は強固な財務体質を強みとする老舗の菓子大手。主な事業とし
て、「ポッキー」や「プリッツ」等の菓子や「ドロリッチ」等の牛乳・
乳製品、「パピコ」や「ジャイアントコーン」、「アイスの実」等の冷
菓などを展開している。同社では強力なブランド力を背景としたグロー
バル展開を推し進め、中国やタイなどの東南アジアを中心にヨーロッパ
や北米にも事業を拡大しており、今後も一段の利益拡大が予想される。
なかでも1966年に国内発売したチョコレート菓子 「 ポッキー 」 は現
在、世界約 30ヶ国で販売する菓子ブランドに成長した。「 ポッキー 」 
をグローバルブランドとして育成するため、その前提条件となる年間 
10億ドルの販売達成を 2020年までに目指す。

2016年3月期の連結業績は売上高が過去最高となる前期比6.5％増の3400億円、営業利益が同5.3％増の
150億円を見込む。当期純利益は前期にあった特別利益がなくなることもあり、同48.3％減の109億円予
想。同社は長らく年間30円配当だったが、前期に10円増配し40円とし、株主還元を強めている。今期の配
当は年40円に据え置く予定。

２２０６

◇売上高、過去最高更新見込み

◇グローバルブランド「ポッキー」
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（注）2014年3月期、2015年3月期の配当は、2014年10月1日に実施した普通株式2株を1株とする株式併合を考慮した値。

株価（円）　

　 　　　2206 江崎グリコ
＊
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◇イオン系の商業施設等を主要投資対象とするＲＥＩＴ
イオンを主要スポンサーとする上場不動産投資信託（ＲＥＩＴ）で、大規模商業施設を主要投

資対象とする。２０１５年２月２８日現在の保有物件は２３件、取得総額１９４２億円で、主な
物件はイオンレイクタウン、イオンモールＫＹＯＴＯ、イオンモール倉敷、イオンモール水戸内
原である。
２０１５年７月期および２０１６年１月期の運用状況の予想は、上記保有物件や発行済投資口

数に変動等がないことなどを前提に１口当たり分配金がともに２６６５円となる見通しである。

（単独ベース、単位はＥＰＳと分配金が円、他は百万円、予は会社側予想）●業績推移
決算期 売上高 営業利益 経常利益 当期利益 ＥＰＳ 分配金

15/1 7,422 2,810 2,353 2,349 2,473 2,473

15/7予 9,165 3,445 2,918 2,907 2,667 2,665

16/1予 9,416 3,467 2,917 2,909 2,668 2,665

決算期 売上高 営業利益 経常利益 当期利益 ＥＰＳ 配　当

14/3 9,563,791 538,288 573,691 264,975 54.86 10.50

15/3 9,761,970 600,479 535,612 241,301 49.97 12.00

16/3予 9,950,000 600,000 450,000 310,000 64.20 －

（連結ベース、単位はＥＰＳと配当が円、他は百万円、予は会社側予想）●業績推移

◇総合電機・重電トップメーカー
日立グループを形成する国内の総合電機・重電トップメーカーで、主な事業として情報・通信

システムや社会・産業システムなど10事業を展開している。傘下には連結子会社995社、持分
法適用関連会社261社を持つ。
同社の特徴は社会インフラ技術と情報通信技術を融合させた点で、社会インフラ関連では水環

境から鉄道、電力・エネルギー、情報に至るまで多岐に及ぶ。
海外売上高比率は上昇傾向で、Ｍ＆Ａなどにより今期50％超（前々期：45％、前期：47％）

を目指す。これまで中国、欧州、インド、アジアなどを重点地域として取り組んできたが、経済
運営方針が明確になった中国と経済成長力を発揮しつつある米国を改めて重点地域として位置づ
け、注力する方針である。
2016年3月期連結業績は、売上高9兆9500億円、当期純利益3100億円を見込む。前提為替

レートは、1ドル＝115円、1ユーロ＝120円を想定。配当予想は未定（前期の年間配当は12
円）としている。

参 考
銘 柄 日立製作所 ６５０１

4,833,463千株
846.1円
13.2倍

発 行 済 株 式 数
株価（2015/5/25）
Ｐ Ｅ Ｒ （ 連 ）

●
●
●

イオンリート投資法人　３２９２
1,090,200口
160,400円

30.1倍

●
●
●

発 行 済 口 数
株価（2015/5/25）
Ｐ Ｅ Ｒ

04

（注）2016年3月期の業績予想はＩＦＲＳに基づき作成。



　米株高などを受けて日経平均株価は2万円の大台を回復、年初来高値を更新したことで投資家の関心が東証1部の主力株に向
かった一方、新興市場では全体的に換金売りが優勢となり、小幅の下げとなった。ただ、業績見通しが上向いた銘柄など、一
部の銘柄は物色された。個別では、2015年3月期の連結決算で営業損益が28億6500万円の赤字に転落したメイコーや
2016年3月期の連結利益予想がやや物足りないとみられて売りに押されたメッセージ、2015年3月期の最終損益が赤字に転
落したフェローテック、デジタルガレージ、ベクターなどが下落。半面、2016年3月期の単独営業利益が前期の3億9300万
円の赤字から3億5000万円の黒字に転換になる見込みと発表した田中化学研究所や2016年3月期の単独営業利益が黒字転換
予想と発表したユビキタス、インフォコム、セリアなどは上昇。

主な指数 5/11終値 5/22終値 騰落率

日経平均株価 19,620.91 20,264.41 3.3%

日経ジャスダック
平均株価 2,572.81 2,617.81 1.7%

JASDAQ-TOP20 4,536.28 4,519.03 -0.4%

● ＪＡＳＤＡＱ－ＴＯＰ20の構成銘柄の株価・概要等

コード
銘柄名 業種 売買単位（株） 業務内容5/11終値 5/22終値 騰落率 % 概算時価総額

5/22（億円）

1407

2138

2337

2400

2461

2656

2702

2782

3765

3858

4080

4239

4348

4819

6769

6787

6871

6890

7458

9438

ウエストホールディングス

クルーズ

いちごグループホールディングス

メッセージ

ファンコミュニケーションズ

ベクター

日本マクドナルドホールディングス

セリア

ガンホー・オンライン・エンターテイメント

ユビキタス

田中化学研究所

ポラテクノ

インフォコム

デジタルガレージ

ザインエレクトロニクス

メイコー

日本マイクロニクス

フェローテック

第一興商

エムティーアイ

建設

サービス

サービス

サービス

サービス

小売

小売

小売

情報・通信

情報・通信

化学

化学

情報・通信

情報・通信

電気機器

電気機器

電気機器

電気機器

卸売

情報・通信

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

891

3,060

326

3,685

1,042

631

2,617

3,815

481

1,214

404

971

1,165

1,765

1,303

468

4,110

708

3,950

798

874

3,175

321

3,335

1,042

610

2,650

4,155

471

1,406

487

960

1,283

1,693

1,290

391

4,345

681

4,100

787

-1.9%

3.8%

-1.5%

-9.5%

0.0%

-3.3%

1.3%

8.9%

-2.1%

15.8%

20.5%

-1.1%

10.1%

-4.1%

-1.0%

-16.5%

5.7%

-3.8%

3.8%

-1.4%

238

407

1,608

670

808

85

3,523

1,576

5,426

131

72

398

370

800

159

105

870

210

2,379

471

グリーンエネルギー事業（太陽光発電システムの販売・施行等）
およびエコリフォーム事業などを展開
モバイルコンテンツ、ソーシャルゲームの
開発
不動産再生及びJ-REITの運用等の総合不動産サービス事業
と太陽光発電を中心とするクリーンエネルギー事業を展開
有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住
宅を展開
パソコンやモバイル向けのアフィリエイト
（成果報酬型広告）広告サービスを提供
PCソフト、モバイルのオンラインゲーム
販売サイト運営

ハンバーガーショップのチェーン展開

国内大手でも東海地盤に全国展開する100円
ショップ

オンラインゲーム開発

機器用ソフトの研究開発

ニッケル、リチウム２次電池正極材料製造

中小型液晶用偏光フィルム、プロジェクター
用部材製造
インターネット放送、映画配給などコンテンツ
流通・配信
インターネットのサイト運営や広告、決済業
務の代行

ファブレス半導体の開発・製造

プリント配線板の製造

ウエハや液晶ディスプレー等の検査用半導体
機器を製造

半導体製造装置部材の開発・製造

業務用通信カラオケ「DAM」を全国展開

携帯電話の会員向けに音楽やアメニティ
コンテンツを配信

（注：平成26年10月最終営業日の定期選定時において、楽天（4755）を構成銘柄から除外、いちごグループホールディングス（2337）を構成銘柄に追加。）

トピックス JASDAQ-TOP 20
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50万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
100万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
300万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
500万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
1,000万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
3,000万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
5,000万円超・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

50万円以下の場合
100万円以下の場合
300万円以下の場合
500万円以下の場合
1,000万円以下の場合
3,000万円以下の場合
5,000万円以下の場合

1億円以下の場合
1億円超の場合

約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の
約定代金の

1.1058%
1.0767%
0.8148%
0.7663%
0.6402%
0.5044%
0.2522%
0.0873%
0.0776%

145円
2,764円
4,219円
10,524円
24,104円
99,764円
182,214円
191,914円

+
+
+
+
+
+
+
+

●円位未満の端数を生じた場合は端数部分を切り捨てます。　●店頭株式、店頭転換社債についても、一般の上場株式、上場転換社債と同様の扱いとい
たします。　●上記テーブルで計算された手数料金額にかかわらず、最低手数料を2,500円（税抜）といたします。　●単元未満株売却手数料の計算方式 ： 
単元株手数料を（単元未満株数／単元株数）で按分した手数料がかかります。　●コールセンター取引については、別途ご照会下さい。

リスク

手数料、諸費用

☆ お申込の際には必ず、「契約締結前交付書面」「発行登録追補目論見書」「商品内容説明書」等をご確認いただき、ご自身の判断でお申込ください。

外貨建て債券のお取引について

金利の上昇や通貨当事国の政治情勢等の影響を受け、債券価額が下落し損失を被ることがあります。また、発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等
により、元本や利息の支払能力（信用度）が変化し、損失を被ることがあります。 途中売却の場合、売却時の債券市況や金利水準等により債券の売却価格が変動したり、換金が
困難な場合や不利な価格となり、買付価格を下回り損失を被ることがあります。為替の変動により円によるお受取金額が増減し、損失を被ることがあります。リスクは上記に限定
されません。詳しくは、「契約締結前交付書面」「発行登録追補目論見書」「商品内容説明書」等にてご確認ください。

●外貨建て債券を募集･売出等により、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみをお支払いただきます。
●外貨建て債券の売買等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、特定の定めがない限り外国為替市場の動向を踏まえて当社が決定した為替レートによるものとします。
●既発債をご購入される場合、経過利子の支払いが必要になります。
●外貨建て債券をお預りするには、「外国証券取引口座」の開設が必要となり、商品の保有期間中その管理料（1年間の場合3,000円（税抜）、3年間の場合7,200円（税抜））が必要となります。

売買委託手数料（税抜）約定代金

ファイナンスメモ
株式分割
コード 市　場 銘　柄 割当日 割当率 コード 市　場 銘　柄 割当日 割当率
3191 東１ ジョイフル本田 6/20 1→2
2477 東マ 比較.com 6/30 1→2
3140 Ｊグ イデアインターナショナル 6/30 1→2
3288 東１ オープンハウス 6/30 1→2
3457 東マ ハウスドゥ 6/30 1→5
3677 Ｊス システム情報 6/30 1→2
4979 東２ ＯＡＴアグリオ 6/30 1→2
6061 Ｊス ユニバーサル園芸社 6/30 1→2
6099 東マ エラン 6/30 1→2
6785 東１ 鈴木 6/30 1→2

7419 Ｊス ノジマ 6/30 1→2
7705 東２ ジーエルサイエンス 6/30 1→2
7846 東１ パイロットコーポレーション 6/30 1→2
8703 東１ カブドットコム証券 6/30 1→2
9384 東１ 内外トランスライン 6/30 1→2
9432 東１ 日本電信電話 6/30 1→2
9962 東１ ミスミグループ本社 6/30 1→3
7747 東２ 朝日インテック 7/31 1→2
7818 東１ トランザクション 7/31 1→2
6750 東１ エレコム 9/30 1→2

株式併合
コード 市場 銘柄 効力発生日 併合比率 コード 市場 銘柄 効力発生日 併合比率
9720 Ｊス ホテル、ニューグランド 6/1 5→1
3204 東１ トーア紡コーポレーション 7/1 10→1
4045 東１ 東亜合成 7/1 2→1
4669 Ｊス ニッパンレンタル 7/1 10→1
5101 東１ 横浜ゴム 7/1 2→1
6440 東１ ＪＵＫＩ 7/1 5→1
8804 東１ 東京建物 7/1 2→1
8142 東１ トーホー 8/1 5→1
8143 東２ ラピーヌ 9/1 10→1
1826 東１ 佐田建設 10/1 5→1
2540 東１ 養命酒製造 10/1 2→1
3437 Ｊス 特殊電極 10/1 10→1
4093 東２ 東邦アセチレン 10/1 5→1
4114 東１ 日本触媒 10/1 5→1
4521 東１ 科研製薬 10/1 2→1
4914 東１ 高砂香料工業 10/1 5→1
5332 東１ ＴＯＴＯ 10/1 2→1

5401 東１ 新日鐵住金 10/1 10→1
5451 東１ 淀川製鋼所 10/1 5→1
5964 東２ 東洋刃物 10/1 10→1
5998 東１ アドバネクス 10/1 10→1
6445 東１ 蛇の目ミシン 10/1 10→1
7284 東１ 盟和産業 10/1 10→1
7840 東１ フランスベッドHD 10/1 5→1
7990 東１ グローブライド 10/1 10→1
8043 東１ スターゼン 10/1 10→1
8076 名２ カノークス 10/1 2→1
8115 東２ ムーンバット 10/1 5→1
8365 東２ 富山銀行 10/1 10→1
8513 名２ 中部証券金融 10/1 5→1
8518 東１ 日本アジア投資 10/1 10→1
8893 Ｊス 新日本建物 10/1 5→1
9078 名２ エスライン 10/1 2→1
9867 Ｊス ソレキア 10/1 10→1

コード 市　場 銘　柄 公募株式数 売出株式数 O　A ブックビル期間 上場日
新規上場予定企業
4593 東マ ヘリオス 6,060,000 － 909,000 5/28-6/3 6/16
9417 Ｊス スマートバリュー 280,000 60,000 51,000 6/1-6/5 6/16
3135 東マ マーケットエンタープライズ 200,000 230,000 64,500 6/2-6/8 6/17
3916 Ｊス デジタル・インフォメーション・テクノロジー 250,000 230,000 72,000 6/1-6/5 6/18
3136 札ア エコノス 100,000 60,000 24,000 6/5-6/11 6/24
6166 東マ 中村超硬 600,000 1,353,000 292,900 6/8-6/12 6/24
6167 東２ 冨士ダイス － 4,415,000 662,000 6/9-6/15 6/25
7780 未定 メニコン 1,500,000 800,000 345,000 6/10-6/16 6/25
3137 東マ ファンデリー 300,000 706,000 150,900 6/10-6/16 6/25

※☆は自己株式の処分、売出株式数にOA（オーバーアロットメント）は含まず。
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国内外の金融商品取引所に上場されている有価証券（以下「上場有価証券等」といいます。）の売買等（※1）
を行っていただく上でのリスクや留意点が記載されています。あらかじめよくお読みいただき、ご不明な点は、
お取引開始前にご確認ください。

手数料など諸費用について

●上場有価証券等の売買等にあたっては、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の
変動や、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等の裏付けとなっている株式、
債券、投資信託、不動産、商品、カバードワラント等（以下「裏付け資産」（※3）といいます。）の
価格や評価額の変動に伴い、上場有価証券等の価格が変動することによって損失が生じるおそれが
あります。
●上場有価証券等の発行者または保証会社等の業務や財産の状況に変化が生じた場合や、裏付け資産の
発行者または保証会社等の業務や財産の状況の変化が生じた場合、上場有価証券等の価格が変動する
ことによって損失が生じるおそれがあります。
●上場有価証券等のうち、他の種類株式、社債、新株予約権その他の財産に転換される（できる）旨の
条件または権利が付されている場合において、当該財産の価格や評価額の変動や、当該財産の発行者
の業務や財産の状況の変化に伴い、上場有価証券等の価格が変動することや、転換後の当該財産の価格
や評価額が当初購入金額を下回ることによって損失が生じるおそれがあります。
●また、新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使できる
期間に制限がありますのでご留意ください。

上場有価証券等のお取引にあたってのリスクについて

　当社における上場有価証券等の売買等については、以下によります。
●取引所金融商品市場又は外国金融商品市場の売買立会による市場への委託注文の媒介、取次ぎ又は代理
●当社が自己で直接の相手方となる売買
●上場有価証券等の売買等の媒介、取次ぎ又は代理
●上場有価証券等の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い
●上場有価証券等の売出し

マザーズ等新興市場等上場銘柄は、高い成長の可能性を有していると認められる企業が対象となっていま
すが、上場基準が通常のものより緩和されており、小規模の会社であることが多いため、市場性が薄く、
価格が大きく変動することがあります。

上場有価証券等に係る金融商品取引契約の概要

新興市場銘柄の取引について

※１ 上記記載の各有価証券には、外国又は外国の者の発行する証券又は証書で同様の性質を有するものを含みます。「上場有価証券等」には、
国内外の店頭売買有価証券市場において取引されている有価証券を含み、カバードワラントなど、法令で指定される有価証券を除きます。
また、「売買等」には、デリバティブ取引、信用取引及び発行日取引は含まれません。

※２ 外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その金額等をあらかじめ記載する
ことはできません。

※３ 裏付け資産が、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等である場合には、その最終的な裏付け資産を含みます。
※4 裏付け資産に転換（交換）できる商品現物型ETFなどの商品について、当社では転換（交換）の取扱をおこなっていないため、転換（交換）する
場合、指定販売会社への移管が必要となります。移管の際は、当社の定める手数料をご負担いただきます。

●上場有価証券等の売買等にあたっては、当該上場有価証券等の購入対価の他に「安藤証券の売買委託
手数料表」に記載の売買手数料をいただきます。
●上場有価証券等を募集等により、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみを
お支払いただきます。
●外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料及び公租公課その他の
賦課金が発生します（※2）。

●外国証券の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向をふまえて
当社が決定した為替レートによるものとします。

証券投資にあたっての注意事項
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本資料は、投資判断の参考となる情報の提供を唯一の目的としたもので、銘柄の選定、投資判断の最終決定は、お客様御自身の判断でな
さるようにお願いいたします。本資料は、信頼出来ると考えられる情報に基づいて作成されていますが、安藤証券は、その正確性及び完全
性に関して責任を負うものではありません。記載された意見や予測等は作成時点のものであり、今後、予告なく変更される事が有ります。
事前の了承なく複製または転送等行わないようお願いします。
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【投資信託のリスク・諸経費】
●投資信託は投資対象となる有価証券等の値動き等により基準価格が変動しますので、これにより投資元本を割り込むことがあります。外貨建て資産が投資
対象となっている場合は、為替変動リスク等もあります。

●お取引時、直接ご負担いただく費用として、上記商品の場合、購入時に基準価額に対し3.0%（税抜）の購入時手数料を、換金時に基準価格に対し0.3%の
信託財産留保額をいただきます。また、保有期間に間接的にご負担いただく費用として、信託財産の純資産総額に対して年1.495%（税抜）の運用管理費
（信託報酬）のほか、その他の諸費用を間接的にご負担いただく場合があります。
●お申し込みにあたっては契約締結前交付書面、投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認のうえ、投資の最終判断はお客様ご自身で行っていただ
きますようお願いいたします。


